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要 約 

2016年熊本地震における建物被害に関して，益城町による被害認定調査結果と家屋台帳デ

ータに基づいて，構造別，建築年代別の被害率を分析した．被害率は構造種別に大きく影

響を受けるとともに，木造に関しては，耐震基準改正に応じた年代区分に対応し，全壊率

が減少する傾向を確認できた．また，観測記録の空間補間による最大速度分布を用いて，

構造別（木造，鉄骨造，軽量鉄骨造）および木造の建築年代別（5区分）の統計的な建物被

害関数を構築した． 
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1.はじめに 

 

2016 年 4 月 14 日と 4 月 16 日に連続して発生した熊本地震では，熊本県益城町では 2 度にわたり震度

7 に相当する地震動が観測され，数多くの建物に甚大な被害が生じた．地震発生の直後から，益城町を

主な対象として様々な機関による建物被害調査が実施され，その分析結果がすでに報告されている 1)-3)．

また著者らも現地調査を複数回も行い，衛星や航空機からの各種のリモートセンシング技術を用いて，

地殻変動の抽出，倒壊建物や斜面崩壊の検出を行ってきた 4)-7)． 

災害により建物に被害が生じた場合，自治体により被害認定調査 8)-10)が実施され，その認定結果に基

づき，罹災証明書が発行される．一般的に被害認定調査は，被災者の申請を受け実施されるが，益城町

においては被災者の申請を受ける前に，益城町内の全建物に対して認定調査が実施された 11)．この認定

結果に基づき罹災証明書が発行された．  
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本研究では，益城町による罹災証明発行記録に課税台帳ベースの家屋情報を付加したデータを用いて，

建物被害の分析を行う．この結果を我が国の他の被害地震に対する自治体による被害調査結果と比較す

るとともに，推定最大速度分布を用いて，統計的な建物被害関数の構築を試みる． 

 

2.益城町における建物被害認定調査 

 

自治体による被害認定調査では，建物の被災区分は，全壊，大規模半壊，半壊，一部損壊，無被害に

分類される10),11)．益城町によって行われた2016年熊本地震後の被害認定調査結果を図1に示す．また益城

町では，熊本地震後の罹災証明書の発行段階において，被災者の合意の下，家屋情報と家屋被害認定結

果を関連付け，データの一元管理が進められた．本研究では，上記の経緯でまとめられた益城町におけ

る罹災証明発行記録，建物被害認定調査結果および家屋課税台帳情報からなるデータを「元データ」と

して使用する． 

元データは13,718棟分の情報からなり，個別建物の構造，建築年，屋根形式等の情報が含まれている．

しかしこれらのデータの中には，物置や倉庫等のデータや被害情報や建築年が不明なものも含まれてい

る．そのため，元データのうち，物置・倉庫・車庫等のデータ（2,945棟），同一物件において複数個の

罹災証明発行記録がある場合，最終的な記録以外のデータ（461棟），建築面積20m2未満のデータ（142

棟），地上階のないデータ（11棟）を削除した．本研究では，このような処置で残った10,159棟のデータ

を使用する12)． 

 

図1 益城町の被害認定調査における建物被害分布（建物数は検証報告書11)の棟数ベースのもの） 

 

3.益城町の建物被害分析 

 

益城町の建物構造別の被害率を図 2 に示す．全壊率は木造が最も高く，次いで CB 造，S 造，軽量 S

造，RC 造の順に低くなっている．比較のために，1995 年兵庫県南部地震における神戸市灘区の自治体
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による罹災証明ベースの構造別の建物被害率を図 3に示す 13)．この時代はまだ大規模半壊の区分がない

が（半壊に含まれている），構造区分間の相対的な被害率の傾向はよく近似している．ただ，絶対的な被

害率の値は灘区の方が高く，この原因の１つとして当時，建物被害の認定方法が自治体間でも統一され

ていなかったことが挙げられる 14)．また当然ながら，灘区と益城町で地震動強さには差異があるであろ

うし，何よりも 21 年間の差による建物の平均的な耐震性の違いが影響していると考えられる． 

 益城町の木造建物の建築年代別の被害率を図 4(a)に示す．今回は新潟県中越沖地震の新潟県柏崎市の

例 15)を参考に，新耐震基準においても 3 つの年代区分を設定した．1951 年以前を除いて建築年代の新し

いものほど被害率が小さくなっている．とくに 1981 年を境に全壊率の減少割合が大きくなっており，耐

震基準改正による影響とも考えられる．1951 年以前の建物の被害率が小さくなっている点に関して，こ

れらの建物が建てられてから 65 年以上という長い年月が経過しており，それだけの年月が経過しても

残存する建物には，良質のものの割合が高い可能性が考えられる． 

図 4(b)には，１年毎に区分した木造建物の被害率の変化も調べた．ほぼ連続的に建築年が古くなるほ

ど，被害率は大きくなっている．新耐震と呼ばれる 1982 年（正確には 1981 年 6 月）以降の建物におい

ても，新しい建築年になるにしたがい被害率が低下する傾向が顕著にみられる．同様の傾向は，被害率

はずっと低いが，2007 年新潟県中越沖地震の柏崎市の建物被害データ 15)においても見られており，経年

劣化の影響および 2000 年における木造建物の建築基準強化の影響によると考えられる． 

 木造建物の屋根形式別および建築年代別の被害率を図 5に示す．いずれの年代区分おいても，全壊率

は瓦屋根の建物が最も大きくなっている．また，1991 年以降，金属屋根とスレート屋根の建物の全壊率

はほとんど変わらない．ここで重要なことは，やはり瓦のような重い屋根は，地震力が大きく作用し，

被害を受けやすくなるということであり，兵庫県南部地震における灘区や西宮市による被災度調査結果

でも見られていた．したがって，屋根区分も被害関数のパラメータとして取り入れるのが望ましいが，

自治体の有する家屋台帳にその記載がない場合も多いので，現時点では難しいと考えられる． 

  

図2 熊本地震による益城町の構造別被害率   図3 兵庫県南部地震による灘区の構造別被害率13) 

  

(a) 建築年代区分別の被害率        (b) 建築年ごとの被害率と建物数 

図4 熊本地震による益城町の木造建物被害率と建築年の関係 
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図5 益城町の木造建物の被害率と屋根種別および建築年代との関係 

 

2016年熊本地震における益城町の木造建物の全壊率を1995年兵庫県南部地震における神戸市灘区 13)，

西宮市 16),17)，2007 年新潟県中越沖地震における柏崎市 15)の結果と比較したものを図 6 に示す．いずれ

の建築年代においても，益城町と灘区の木造全壊率はオーダー的に近似しており，西宮市はそれよりも

やや低い．これは西宮市の全壊率は，北部に地震動の小さい地域も含まれていることから，同じ地震に

おける灘区よりも全壊率が小さくなっていると考えられる．柏崎市に関しては，地震動強さは他の地震

に匹敵するレベルであったにも関わらず，全壊率は非常に小さかった． 

熊本地震の地震断層のごく近傍の益城町において，兵庫県南部地震から 21 年後にも関わらず，同建築

年代の木造建物全壊率が近似したものとなっていることは興味深い．ただし，兵庫県南部地震の時点で

は，各自治体の建物被害調査法は統一されておらず，全壊の判定が甘かったという見方も指摘されてい

る．柏崎市に関しては，地震動強さは他の地震に匹敵するレベルであったにも関わらず，全壊率は非常

に小さく，兵庫県南部地震前後に発生した地震の多く（1993 年釧路沖地震，2000 年鳥取県西部地震，

2004 年新潟県中越地震，2007 年新潟県中越沖地震，2008 年岩手・宮城内陸地震など）でも同様のこと

が指摘されている．1 つの要因としては，これらの地震の多くは寒冷地で起きたもので，凍上や雪荷重

に対応するため，木造建物は壁が厚く，構造的に強いと考えられる．また，とくに北海道や東北では，

瓦屋根が少なく軽い屋根が多いことも，原因として挙げられる．一方，相対的に木造被害率の高くなっ

た阪神地域や熊本地方では，台風に備えた重い屋根の割合が高いことも原因として指摘されている． 

 

 

図6  近年の3地震における木造建物の全壊率の比較 
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4. 益城町における地震動分布の推定 

 

熊本地震の本震（2016年4月16日）を対象に強震観測記録を多数収集し，QuiQuakeが採用している計算

手法18)を踏襲することで被災地域における地震動分布を高精度に推定する．使用した観測記録は，熊本

県を含む九州・西日本一帯のもので，K-NET，KiK-netが698地点，気象庁が316地，自治体によるものが

111地点，西部ガスが16地点である．平均トレンドとして国土地理院モデルの震源断層からの距離減衰式

を考慮し，最大速度(PGV)の幅度の非線形性を考慮したクリッギング補間により，観測地点間のPGVを

推定した．なおここでは，水平2方向の速度波形を時刻歴で合成した最大値をPGVとして使用している． 

250mメッシュ単位の益城町におけるPGV分布を図7(a)に示す19)．布田川断層帯に沿うようにPGVが

200cm/sを超える範囲が広く分布しており，多くの住宅に被害が生じた益城町中心部を中心に高いPGVが

分布している．益城町の観測点は，KiK-Net益城と益城町役場の2か所であり，推定したPGV分布は観測

点ではその値を再現し，その周辺ではPGV増幅度と距離減衰に応じた分布性状を示す． 

益城町におけるPGV増幅率の分布を図7(b)に示す．益城町中心部の南側には広範囲にわたり地盤条件

上における後背湿地が分布しており最大で約2.2倍の増幅率を示している． KiK-Net益城と益城町役場に

おいては地形分類が同じであるため，PGV増幅度に大差がなく，そのため周辺の推定PGVの値にも大差

がない． 

 

5. 益城町による被害認定調査データに基づく建物被害関数の構築 

 

 益城町による被害認定調査データと推定PGV分布を用いて，構造別の被害関数の構築を試みる．GIS

上で建物1棟ごとに，その位置(250mメッシュ)のPGVをリンクしたあと，対象とする構造・建築年区分ご

とに地震動指標（PGV）の大きさで並び替えたうえで，PGVのレベルが同程度のいくつかの建物を一つ

のグループとして区分した．各構造・建築年代ごとの棟数と区分数を表1に示す．データ数の多い木造に

関しては，全体での区分数を20区分，建築年代別では10区分とし，比較的データ数の少ないS造，軽量S

造に関しては5区分とした．また区分ごとの代表PGVの値は，棟数による平均により求めた． 

 ここで求めたPGVと被害率の関係から，建物被害関数（被害率曲線）を求める．ある地震動強度xのと

きに被災ランクR以上の被害が発生する確率PR (x)は，標準正規分布の累積確率分布関数Φ(x)を用いて，

既往の研究13), 17) と同じく，以下の対数正規分布で表せると仮定した． 

               PR (PGV)=((ln PGV) / )               (1) 

   

(a) 最大地表面速度（PGV）分布          (b) PGV増幅率分布 

図7  益城町における推定PGV分布とPGV増幅率分布 
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ここで係数λ，ζは，ln xの平均値および標準偏差であり，確率紙を用いた最小二乗法により求める． 

構造種別ごとの被害関数は，棟数が充分ある木造，S造，軽量S造の3つに対して行った．本データにお

けるRC造は100棟余りと少なく，全体としても被害関数の構築は困難であった． 

結果として得られた被害関数の回帰係数を表2に示す．相関係数を構造別（全年代）にみると，木造の

半壊以上率が0.67ではあるが，基本的に高い相関を示している．木造の年代別では，全壊率で最も低い

のが2001-16の0.63であり，全体的に高い相関が見られるが，半壊以上率は0.7以下のものも多くある． 

この構造別の全壊率および半壊（以上）率に対する被害関数を図8に示す．全壊率，半壊率ともに同じ

PGVに対して，木造の被害率はS造や軽量S造の約2倍の値になっている．木造の半壊率に関しては，益城

町で最も低いランクのPGV（約65cm/s）においても，60%を超える半壊率になっているため立ち上がり

が早くやや不自然に見える．しかしこの立ち上がりを抑えるためには，低いPGV の範囲における同質の

建物データと被害データを加える必要があり，今後の課題である． 

最後に，同様の手法で構築した木造建物の建築年代別の全壊率の被害関数を図9に示す．全体的にはそ

れぞれのPGVにおいて古いものほど全壊率が高く，新しいものほど低くなっている．1981年以前の建物

は20cm/sを超えたあたりで被害が発生し始めているのに対し，1982年以降に建てられた60cm/sあたりか

ら被害が発生し始めている．同一のPGVにおける全壊率には大きな差が見られ，とくに旧耐震基準の建

物と新耐震基準の建物には大きな違いが見られると言える． 

新耐震基準の建物に関しても，被害の出方に明瞭な差が見られ，とくに2001年以降の建物は極めて低

い全壊率となっている．したがって木造建物に関しては，新耐震を2つないし3つの年代で区分すること

の妥当性が示された．なお，東京都都市整備局20)の地域危険度評価や内閣府21)の地震被害想定において，

この3区分する提案はすでに採用されている． 

なお，ここで試算した木造建物の建築年代別の被害率は，1995年兵庫県南部地震のデータに基づき構

築した神戸市灘区や西宮市の被害関数より，やや低めの値を示している．詳細な比較は今後に行うが，

地震動分布の推定や被害認定の仕方などに違いがあり，筆者らとしては今回の益城町のものを推奨した

い．ただ，わが国の木造建物の耐震性における地域差については，今後の課題として残っている． 

 

表1 建物被害関数作成のための構造・年代区分の分類と対象建物数 

構造種別 建築年代 建物棟数 区分数 区分棟数 

木造 

全体 8972 20 448 or 449 

1962-71 554 10 55 or 56 

1972-81 1864 10 186 or 187 

1982-90 1580 10 158 

1991-2000 1931 10 193 or 194 

2001-16 1591 10 159 or 160 

S造 全体 332 5 66 or 67 

軽量 S造 全体 736 5 147 or 148 

 

表 2 熊本地震の益城町データに基づく建物被害関数の回帰係数 

構造種別 建築年代 
全壊率 半壊以上率 

λ ζ R2 λ ζ R2 

木造 

全年代 5.38 0.79 0.81 4.47 1.15 0.67 

1962-71 4.84 0.71 0.87 3.80 0.94 0.78 

1972-81 5.11 0.76 0.76 3.50 1.40 0.65 

1982-90 5.41 0.64 0.88 4.11 1.27 0.63 

1991-2000 5.70 0.70 0.86 4.83 1.26 0.66 

2001-16 6.62 0.89 0.63 5.52 0.93 0.84 

S造 全年代 5.96 0.87 0.80 5.26 0.96 0.76 

軽量 S造 全年代 5.90 0.76 0.96 5.35 0.88 0.90 
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9. まとめ  

 

 2016年熊本地震における建物被害に関して，益城町による被害認定調査結果と家屋台帳データに基づ

いて，構造別，建築年代別の被害率を分析した．また益城町における推定最大速度分布を用いて，構造

別（木造・鉄骨造・軽量鉄骨造）および木造の建築年代別（5区分）の建物被害関数を構築し，速報結果

として報告した．詳しい検証や他の研究結果との比較については，次の機会に報告する． 
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図8  益城町の建物構造別の被害関数 
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ABSTRACT 

In this study, we analyzed the building damage in Mashiki town based on damage survey data of local government. 

As a result, the damage ratio of wooden buildings is much larger than those of other structural materials (RC and 

steel), and it also gets higher as the construction period becomes older. It is observed that the building damage ratios 

in the 2016 Kumamoto earthquake are in the similar levels with those in the Hyogoken-Nanbu (Kobe) earthquake 

for the same structural type and construction period. The results were further compared with the distribution of peak 

ground velocity (PGV) and the fragility curves for different structural types (wood, S, and LS) and those for wooden 

buildings for five construction periods were developed. 

 

Keywords: the 2016 Kumamoto earthquake, Building damage, Wooden building, Peak ground velocity, Fragility 
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